












































1995 2000 2005 2010 2015 出 典
18歳人口（万人） 177 151 137 122 120 文科省資料
大学等進学率（％） 37.6 45.1 47.3 54.3 54.5 「学校基本調査」文科省
生産年齢人口（万人） 8726 8638 8442 8173 7728 「人口推計」総務省統計局
65歳以上人口（万人） 1828 2204 2567 2948 3387 同上
社会保障給付費（兆円） 65.0 78.4 88.9 105.4 116.8 厚労省資料
国・地方長期債務残高（兆円） 410 646 758 862 1035 財務省資料
名目GDP(兆円） 516 528 526 499 534 「国民経済計算」内閣府
（世界における日本の割合(%)） （17.2） （14.1） （9.9） （8.6） （5.9） 同上
1人当たり名目GDPの順位 3位 4位 14位 13位 20位 同上（OECD内順位）
雇用者報酬（兆円） 267 270 258 252 264 「国民経済計算」内閣府
第３次産業就業者比率（％） 61.4 64.2 68.6 71.1 72.3 「労働力調査」総務省
非正規雇用の割合（％） 20.9 26.0 32.4 34.4 37.5 同上
対外直接投資残高（10億ドル） 259 278 388 830 1,259 JETRO資料
海外売上高比率（％） ー 28.6 35.1 46.0 58.3 同上




















5月17日 『教育再生実行本部 第十次提言』 自由民主党教育再生実行本部
5月23日 『新たな財政健全化計画等に関する建議』 財政制度等審議会
6月01日 『私立大学の撤退・再編に関する意見』 経済同友会




6月15日 『未来投資戦略2018 − 「Society5.0」「データ駆動型社会」への変革 − 』 閣議決定
6月15日 『まち・ひと・しごと創生基本方針2018』 閣議決定
6月15日 『統合イノベーション戦略』 閣議決定



























































































































































・ 狭い専門分野や担当職務に閉じこもり、タコツボ化 → 専門や職務を超えた対話と協働
・ 「余計なことはするな」 → 「やってみなはれ」



















































 行政、教育、医療においても重視されはじめＫＰＩ（Key Performance Indicator）
 ＩＲとＫＰＩの本質は「見える化」






数値偏重 →  「データはもちろん重視するが、事実を一番重視している」（大野耐一）


















































知識 ： 広がり、深さ 〜 広範な領域への興味・関心、担当領域に関する深い理解
技能 ： 情報の収集・整理・分析、論理的思考、書く力、文書作成、説明能力 等












































































































・ 業務の標準化 → ITの高度利用、特にRPA（Robotic Process Automation）








































































組 織 地 域
ダイバーシティグローバル化 イノベーション
「地域の持続可能性と大学の果たす役割」の概念図
吉武博通「地域の持続可能性と大学の果たす役割」『カレッジマネジメント』No.215,2019.3-4より
人材の育成
高度専門職業人養成
幅広い職業人養成、総合的教養教育
リカレント教育
生涯学習機会の提供
【教 育】
基礎研究
応用研究
地域の企業等との共同研究
地域の問題解決を目的とした研究
【研 究】
【社会貢献】
場づくり
知識・情報の
蓄積・高度利用
地域の持続可能性
教育を通した地域貢献 研究を通した地域貢献
直接的地域貢
献
好循環好循環
中央教育審議会『今後における学校教育の総合的な拡充整備のための基本的施
策について（答申）』（昭和46年6月11日）
第３章 高等教育の改革に関する基本構想
（前略） このようなさまざまな要請を今日の高等教育全体の機能の中に生かすためには、複雑
高度化した現代社会に対応する新しい制度的なくふうが必要である。とくに、学問研究の自由に
対する保障は、あくまで人間理性の自由な活動から生まれる提言と批判を通じて大学が社会に
貢献するための基本的条件である。しかし同時に、大学は、進んで歴史的・社会的な現実に直
面し、そこから研究と教育を発展させる創造的な契機をくみとることができるような社会との新し
い関係を作ることによって、その社会的な役割をじゅうぶんに果たすことに努めるべきであろう。
第１ 高等教育改革の中心的な課題
１ 高等教育の大衆化と学術研究の高度化の要請
２ 高等教育の内容に対する専門化と総合化の要請
３ 教育・研究活動の特質とその効率的な管理の必要性
４ 高等教育機関の自主性の確保とその閉鎖性の排除の必要性
５ 高等教育機関の自発性の尊重と国全体としての計画的な援助・調整の必要性
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